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米経済の回復と格差の拡大

東京で再び皆様とご一緒できますことをうれ

しく思います。東京は私には楽しい思い出に溢

れた街です。

私は東京でひと夏，若き法学生として日本の

法律事務所で働きました。その時，私の同僚は

日本文化を私に教えるのが使命だと思っていた

のか，毎晩同僚と街に繰り出したものです。ビ

ジネスマンになると，私は頻繁に東京に来て働

き，事務所を大きくし，我々の関係を強めてき

ました。そして，勿論米政府の役人，特に米国

通商代表としてここで過ごした日々は，思い出

したくないくらい多く，数々の徹夜の交渉も行

いました。

こうした長い，眠れぬ夜を経て，我々はアジ

ア太平洋地域に高度のスタンダードを設け，米

日二国間に長らく続いた障壁を撤廃する，一つ

の重要な協定を締結しました。市場アクセスで

は，日本は TPP（環太平洋パートナーシップ

協定）のなかで最も難しいパートナーの一つで

したが，我々は共に協力し，優れた成果を導き

出しました。知的財産権，国有企業およびデジ

タル・エコノミーのような高度なスタンダード

の設定では，日本は我々の最も掛替えのない

パートナーでした。私は TPP を合意に導いて

くれた日本政府全体の関与と献身に感謝してい

ます。

そして今，我々が少し異なる状況にあるこ

とは言うまでもありません。トランプ大統領

は TPP からの撤退を決定し，英国や出来れば

日本との二国間交渉を望んでいます。大統領は

NAFTA のような「フェア」とは判断できな

い協定の再交渉に優先度を置き，「アメリカ・

ファースト」の戦略を掲げて，多角的なルール

米日関係と変動する貿易情勢
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米日関係と変動する貿易情勢

に基づく貿易システムを懸念し，二国間の貿易

赤字を解消することに焦点を当てているように

みられます。

どうしてこうなったのでしょうか。第一に，

昨年の米国大統領選挙にみるように，ポピュリ

ズムと（客観的な事実よりも感情的なアピール

が重視される）「ポスト事実の政治」が融合す

ると，貿易については，事実に基づく議論がほ

とんど不可能になることです（注：カッコ内は

訳者が付記）。

しかしながら，第二に，米国の有権者には，

現実に然るべき経済的な心配と不安に根差した

怒りと恨みが，ある程度あることも事実です。

この７年間に，米国の経済は大きく回復しまし

た。毎月 80 万人の雇用喪失から 18 万人の雇用

創出に変わり，民間部門の新規雇用数は史上最

長期間更新し続け，1,500 万人超に達しました。

このうち製造業の新規雇用は 80 万人超となり，

昨年の製造業産出額は史上最高に達し，失業率

は 10％超から 5％未満に半減しました。賃金は

2 年間改善が続きましたが，15 年間の景気停滞

後にしては改善の幅は僅かで遅く，所得格差は

広がりました。このため，経済回復はわが身に

及ばず，ますます取り残されていると感じる

人々の割合が増えました。

スケープゴートになった貿易協定

ところでエコノミストは，雇用と賃金に対す

る影響の８割以上は技術進歩によるものだと指

摘しています。確かにグローバリゼーションは

影響の一つではありますが，グローバリゼー

ションと貿易協定とは別物です。グローバリ

ゼーションは現実の現象ですが，貿易協定はよ

り公平な市場を創出するための，グローバリ

ゼーションを形付ける手段です。

また，技術進歩は投票で決めるわけではあり

ません。スマートフォンやソフトウェアのパッ

ケージもグローバリゼーションも，国民投票で

採用するかどうかを決めるわけではありませ

ん。グローバリゼーションは歴史的トレンドで

あり，製造業者によるサプライ・チェーンの拡

大を可能にした輸送のコンテナ化，あるいは世

界のどこからでもさまざまなサービスを提供で

きるようにしたブロードバンドの広がりを反映

しています。

技術進歩やグローバリゼーションは投票で決

めるわけではありませんが，貿易協定は投票で

決まります。このため，貿易協定は人々が抱く

正当な経済的心配を注ぎ込む器となり，急速に

変化する経済の中で生きていくストレスのス

ケープゴートになっているのです。選挙から教

訓を学ぶことは重要ですが，選挙結果を拡大解

釈しないことも大切です。米国人は貿易に反対

ではありません。最近の研究によると，貿易の

支持率は 72％で 1970 年代以降では最高です。

若い人ほど貿易を支持し，ほとんどの若者がパ

スポートを持ち，海外で生活し，働き，あるい

は海外に旅行することを望んでいます。また，

彼らは技術進歩によって世界中の人々や物事の

発展に結びつき，国際貿易は脅威の源ではな

く，機会の源だと考えています。これは将来に

とって希望となるものです。

米国で起こっていることは，グローバリゼー

ションから孤立主義に向かう，一つの世界の潮

流だと考える人もいますが，この場合も拡大解

釈しないことが大切です。

アジアでは何が起こっているでしょうか。

RCEP（東アジア地域包括的経済連携），

ASEAN（東南アジア諸国連合），ASEAN 経
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済共同体，そして一連の二国間交渉が進行

中です。中南米では，太平洋同盟の出現，

MERCOSUR（南米南部共同市場）と EU（欧

州連合）との交渉という新たな活力，主要国間

の二国間交渉，さらにアフリカでは，地域経済

共同体の進展，三国間の自由貿易協定，さらに

アフリカ大陸全体の自由貿易協定への動きも見

られるのです。

永年，先進国は発展途上国に自由化と統合の

重要性を理解するよう努めてきましたが，今や

発展途上国がその重要性を理解し，一部の先進

工業国がこれに異を唱えているのは，皮肉な現

象です。

欧州では，右翼ポピュリズムが台頭し，基幹

となる制度に不信が高まっています。統合をさ

らに進展させようという欧州の計画に疑念もあ

ります。しかし欧州においてさえ，こうした懸

念が基本的に貿易に対して生まれているわけで

はありません。

ブレクジットの議論で英国の EU 離脱を支持

した人々でも，英国にはもっと少なくではな

く，もっと多くの貿易協定が必要だし，自由化

は縮小ではなく，もっと拡大させるべきだと主

張していました。事実，彼らの議論は，英国は

EU 内の一国としてではなく，独自にもっと野

心的な貿易協定を追求すべきだというものでし

た。

改革を促す技術進歩

ポピュリズムあるいは保護主義のどちらが台

頭するにしても，急速に変わりつつある経済状

況のなかで，生きていくことに対する不安が多

くの国々の人々の間にあります。このことが，

さまざまな影響を及ぼすことになる経済的，社

会的，そして政治的緊張を生んでいるのです。

この点がキーポイントです。産業革命からデジ

タル革命に至るまで，グローバリゼーションと

技術進歩は仕事の性質を変えてきましたが，多

くの人々は，技術進歩の次の発展段階こそが，

変化の規模と速さを抜本的に変えてしまうと考

えています。

いくつか事例を挙げてみましょう。まず自動

運転車です。米国では高卒男子に最も人気のあ

る職種の一つがトラック運転手です。300 万人

以上がトラック運転で生計を立て，さらに数

百万人がその関連の仕事に就いています。すで

に米国では，自動運転のトラックがコロラド州

のある都市から別の都市へビールを配送しまし

た。仮に，いまから５年，10 年そして 20 年後，

自動運転トラックが数百万人のトラック運転手

の職を奪うとしたら，その結果はどうなるで

しょうか。

次は３D 印刷です。現代の工業生産は規模の

経済の概念を基にしていますが，今や企業はプ

ロトタイプの開発，その修正，そして最終製品

の生産をさらに費用効率よく行う能力を持って

います。これは工場の将来にとってどんな意味

を持つのでしょうか。

さらに人口知能（AI）があります。昨年出

されたホワイトハウスの報告によると，AI は

時給 20 ドル未満の労働者の 83％に影響を与え

ると推計されています。しかし，問題はそれだ

けではありません。AI によって機械がＸ線を

読み，ニュースを編み，作曲できるようになれ

ば，技術進歩は労働者が仕事をする助けになる

ものから，労働者に取って代わるものになりま

す。オックスフォード大学，マッキンゼーおよ

びバージニア大学は，すべて同じ結論を導き出

し，今後 20 年間に米国の全雇用のほぼ半分の
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47％が，AI とコンピュータ化に代替されるリ

スクを負っていると報告しています。

少し立ち止まって考えてみましょう。1500

万人以上の雇用が新たに創出され，失業率が

５％を割り，賃金上昇率が年 2.5％に達する状

況の中で，大統領選挙の過程で明らかになった

のが有権者の怒り，恨み，そして心配でした。

もし国民の半数が危機にさらされていると感じ

れば，その怒り，恨み，心配はどれほどのもの

になるでしょうか。そして当然，移民であれ，

外国であれ，スケープゴート探しが始まります。

急速に変化する経済状況のなかで，我々が生

きていくうえでの基本的問題に対処しなけれ

ば，我々がこの先直面するであろう問題に比べ

れば，先の選挙で露呈した人々の経済的，社会

的，政治的なストレスなどは，大したことでは

なかったかのように見えてくるでしょう。で

は，新しい技術進歩を停止させることが問題の

解答になるのでしょうか。仮に停止できるとし

ても，それは解答にはなりません。人類に対す

る技術進歩の恩恵は，コスト以上に大きなもの

です。しかし，グローバリゼーションと同様

に，誰でも等しく技術進歩の恩恵に浴するわけ

ではありません。過剰にコストを負わされる

人々もいるのです。

どうすべきでしょうか。その答えは，国に

よって異なります。例えば，米国では，急速に

変化する経済状況の中で，成功するために必要

な能力を若者に身に付けさせることが，とりわ

けうまくできていません。変化の原因が技術進

歩にあるのか，移民あるいは貿易にあるのかは

別にして，米国は変化によって被害を受けた個

人や地域を助けることが，特に得意ではありま

せん。我々には，この分野で試行錯誤を続けて

きた他の国々や民間部門から学ぶべきことがた

くさんあります。

しかし，他の国々も，こうした新しい現実に

対応する必要があります。トランプ大統領は，

この問題をとりわけ呵責ない言葉で表現したの

かも知れません。しかし，もはや米国が世界の

最後の消費者として役立ち得ないことは明確で

す。米国はさまざまな国が第二次大戦から復興

して自立し，発展途上国が新興国に成長するよ

うに支援して来ました。しかし今，米国の支援

の仕方こそが大きな問題になっています。他の

主要な国々が主に輸出主導型の成長戦略に依存

することは，もはや持続可能ではありません。

先進国，新興国，途上国に拘わらず，すべての

主要な国々が世界経済の中でその役割にふさわ

しい責任を果たすことが求められています。そ

れが，その国の市場を開き，その経済を改革し，

公平な市場を提供し，世界の需要に貢献するこ

とに繋がるのです。

我々が WTO（世界貿易機関）を通して，新

興国を市場開放の義務から解放したドーハ・ラ

ウンドのマンデートを乗り越えるように主張し

たのもそのためです。そして，各国が採用する

経済政策行動は為替レートを目標にするのでは

なく，国内の政策手段を使って国内目標を達成

するよう G7 で我々が求めたのも，そのためで

した。そしてまた，我々は G20 においても，

中国からドイツに至るまで，すべての主要な

国々が強力でバランスの取れた，持続可能な成

長を推進する政策を追求するように主張したの

です。

TPPの意義と日本の主導的役割

世界第３位の経済大国として，日本にはとり

わけ重要な役割がありますが，今後その役割
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は今まで以上に重要となるでしょう。我々が

TPP や WTO で見てきたように，日本は地域

の，そして世界の貿易システムのルールを設定

し，推進するリーダーシップの役割を果たすこ

とができます。とりわけ，米国がその役割を後

退させる可能性がある時だけに，尚更です。こ

れは TPP にとって，どのような意味があるの

でしょうか。我々が高いスタンダードのルール

を設定するために共に果たした素晴らしい仕事

は，いずれ発効に至るものと，私は楽観視して

います。

米国を除く TPP11 カ国の一部ないしすべて

の国が，協定承認のための国内手続きを進め，

国内法規に必要な変更を加え，それらの国に

よって，また場合によっては新規の参加国を得

て，発効に至ることは可能です。ある時点で他

の国が参加を望めば，TPP の参加国は当初予

想したように拡大することができます。トラン

プ政権は TPP に留まるか否かに対する米国の

ポジションを明確にしましたが，他の TPP 参

加国が TPP を実施することを否定してはいま

せん。さらに，米国が相手国と貿易協定を交

渉し，または再交渉する際に，米国が TPP で

合意したことを求めることもありえます。例え

ば，NAFTA 再交渉では，米国の連邦議会議

員の多くが労働，環境，国有企業およびデジタ

ル・エコノミーに関する規定の追加を話題にし

ていました。TPP を超えたところにあるこう

した問題の行方については，これからを見守る

ことにしましょう。

TPP のような複数国間の協定交渉は，二国

間交渉よりも複雑ですが，多数国間ではトレー

ドオフやペイオフが見込めます。つまり，Ａ国

はＣ国，Ｄ国，Ｅ国からＹを受け取れるため，

Ｂ国にＸを与えるというような関係です。これ

が正に TPP 交渉で行われたことです。二国間

交渉は単純ですが，簡単というわけではありま

せんし，むしろゼロ・サム的です。トランプ政

権にとって挑戦の一つは，多国間交渉で獲得し

た譲歩を二国間協定で確保できるか否かという

問題です。

日本，とりわけ安倍首相は，TPP で交渉さ

れた高度のルールを発効させるリーダーシップ

の役割を果たす立場にいますが，日本や安倍首

相のように，国際的な尊敬と注目を集める国な

いし指導者はほとんどおりません。国内の強い

反対を押し切って経済改革を断行し，市場を開

放し，歪みを撤廃し，バランスの取れた成長を

推進し，G7 および G20 で規定された原則を守

る―これ以上に強力なリーダーシップの形は

ありません。米国に，そして世界中に湧き上

がっている不安に対処するために，行うべきこ

とは多々あります。日本はその役割を果たし，

自由で公正な貿易の利益をはっきりと示し，

ルールに基づく貿易システムの価値を強調する

ことに躊躇すべきではありません。

貿易システムが挑戦を受けている今だからこ

そ，このことがとりわけ大切です。東アジア地

域には，貿易に対してより国家統制主義的，重

商主義的アプローチを進め，近隣諸国との関係

では国際的な規範や法律ではなく，国の規模や

強さに訴える国々が存在しています。この問題

をどうしていくかは，グローバルな貿易システ

ムの将来にとってだけでなく，東アジア地域の

安全保障と政治体制にとっても重要なことです。

米国はこれまでも，そしてこれからも太平洋

国家であり続けるでしょう。我々の将来と東ア

ジア地域の将来は強く相互に依存しています。

指導者は変わりますが，国益はほとんど変わり

ません。国益の追求の仕方は政府によって変わ
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りますが，根底にある規範は同じです。米国の

連邦議会は伝統的に米国の貿易政策に決定的な

役割を果たして来ましたが，私はこれからも連

邦議会が米国の貿易政策を形作っていくことを

期待しています。我々の新しい政府がこの地域

で米国の利益を追求していくとき，日本は必須

のパートナーとなるでしょうし，日本が立ち上

がり，リーダーシップを発揮していくことにな

れば，日本は大きな影響力を持つようになると

思います。私はこれからの米日関係とアジア太

平洋地域の今後の展開に期待しています。

ご清聴ありがとうございました。

（一財）国際貿易投資研究所の調査研究報告書のご紹介（1）
★頒布価格：3000 円 / 冊（送料，消費税込み）
★印刷物ご希望の方は，事務局までお申しつけください。

TEL：03-5148-2601 / e-mail：jimukyoku@iti.or.jp

１）『主要国のライセンス規制等の最新動向』
・技術ライセンスと標準化に関する競争法、特許法、民事法の諸問題
・米国のライセンス規制に関する最近の状況
・EU・ドイツにおけるライセンス規制改定動向
・インドのライセンス規制等に関する最近の状況
・中国におけるライセンス規制―独占禁止法による知的財産権濫用規制を中心に―

２）『主要国の企業間共同研究・政府支援の実態調査』
・企業による基礎技術の共同研究開発に関する法制
・米国における基礎技術の共同研究に関する法制度
・EU における共同研究・政府支援の態様と競争法
・インドにおける基礎技術の共同研究に関する法制度
・中国におけるライセンス規制―独占禁止法による知的財産権濫用規制を中心に―

３）『貿易障害を生じる基準認証と国際規律』
・日本の基準認証と国際規格との整合事情について
・TBT 協定の解釈及び適用に関する近年のパネル・上級委員会報告
・WTO 調達協定と標準化
・中国の技術標準に関する仮想事例―TBT 協定適合性の観点から―


